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行政文書管理規則の改正案について（概要） 
 

令 和 ６ 年 ３ 月 

大臣官房公文書管理課 

 

１．今般のガイドライン改正を踏まえた改正事項 

  各行政機関は、「行政文書の管理に関するガイドライン」（令和６年２月

９日）の改正内容に沿って、行政文書管理規則を改正予定。 

（ガイドライン改正を踏まえた主な改正事項） 

・「歴史的緊急事態」に係る記録の作成の範囲の拡大 

・「保存期間３年以下」の行政文書ファイルについて、国立公文書館による RS確認及

び助言のタイミングを廃棄協議のタイミングとあわせる 

・別表第２の追加・修正（一部事項について、保存期間満了時の措置を「廃棄」から「移  

管」に変更、国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項等の追加） 

 

２．各行政機関における独自の改正事項 

  ガイドラインに沿った改正のほか、一部の行政機関は、独自の改正事項を

盛り込んでいるところ。主な改正事項は、以下のとおり。 

 

（１）消費者庁 

○ 公文書管理法の目的規定を規則に追記する（第１条）とともに、職員

が文書管理に当たり留意すべき規定等を追記し、職員の責務を明確化す

る（第９条）。 

○ 毎年の点検・監査や庁内からの照会等を踏まえ、職員の文書管理の参

考に資するよう、ガイドラインの留意事項等に規定している事項を規則

にも明記する（第10条、第11条等）。 

 

（２）法務省 

○ 更生保護法改正による「拘留中の被疑者に対する生活環境の調整」、

「刑執行終了者等に対する援助」、「更生保護に関する地域援助」の規

定追加に伴い、別表第１及び第２の一部項目を追加・修正する。 
 

（３）財務省 

○ インボイス制度の開始に伴い、別表第１の「予算及び決算に関する事

項」及び「契約に関する事項」に適格請求書に関する内容を追加する。 

   ※事業者に対して適格請求書を発行する行政機関においては、文書管理規則の改正、保存期 

間表への追記など、それぞれの方法により対応している。 
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（４）国土交通省 

○ 主任文書管理者を組織内に複数名置くことができるよう変更する（第

５条）。 

 

（５）防衛省、防衛装備庁 

○ 「特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により支出すべき年限に関す

る特別措置法」改正案を第213回国会に提出したことに伴い、別表第１及

び第２に「特定防衛調達に係る国庫債務負担行為により支出すべき年限

に関する特別措置法に関する事項」を追加する（※現在、国会審議中、

成立した場合に追加）。 

○ 特定秘密に係る情報漏えいの事案を受け、根絶に向けた諸対策が定め

られたことに伴い、別表第１及び第２に「秘密保全に関する事項」（具

体例：退職時誓約書等）を追加する。 

 

※その他、「保存期間３年以下の行政文書ファイルの RS確認に関する規定」について

は、「電子決裁システム（EASY）」が改修された翌年度の４月１日から施行予定であ

り、多くの行政機関においては今般の規則改正の附則（経過措置）においてその旨規

定しているが、一部の行政機関においては、EASY改修時に規則改正を実施することと

しているため、今般の規則改正には含まれていない。 
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＜参考条文＞公文書等の管理に関する法律（平成二十一年法律第六十六号）（抄） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の

所轄の下に置かれる機関 

二～六 （略） 

 

（行政文書管理規則） 

第十条 行政機関の長は、行政文書の管理が第四条から前条までの規定に基づ

き適正に行われることを確保するため、行政文書の管理に関する定め（以下

「行政文書管理規則」という。）を設けなければならない。 

２ 略 

３ 行政機関の長は、行政文書管理規則を設けようとするときは、あらかじめ、

内閣総理大臣に協議し、その同意を得なければならない。これを変更しよう

とするときも、同様とする。  

 

（委員会への諮問） 

第二十九条 内閣総理大臣は、次に掲げる場合には、委員会に諮問しなければ

ならない。  

一 略 

二 第十条第三項、第二十五条又は第二十七条第三項の規定による同意をし

ようとするとき。 



 

 

府 公 第 4 1 号 

令和６年３月 18 日 

 

 

公文書管理委員会 

委員長 小幡 純子 殿 

 

 

内閣総理大臣 岸田 文雄   

 

 

 

諮  問  書 

 

 

公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）第29条第２号の

規定に基づき、別紙に掲げる行政文書管理規則の改正案について、諮問

します。 

  



（別紙） 
行政文書管理規則 改正案一覧 

 
1 内閣官房行政文書管理規則の一部を改正する規則案 
2 内閣法制局行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
3 原子力防災会議行政文書管理規則改正案 
4 特定複合観光施設区域整備推進本部行政文書管理規則案 
5 郵政民営化委員会行政文書管理規則の一部を改正する規則案 
6 人事院行政文書管理規程の一部改正案 
7 内閣府本府行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
8 宮内庁行政文書管理規則改正案 
9 公正取引委員会における行政文書の管理に関する定め改正案 
10 国家公安委員会行政文書管理規則の一部を改正する規則案 
11 警察庁における行政文書の管理に関する訓令の一部を改正する訓令案 
12 個人情報保護委員会行政文書管理規則の一部を改正する訓令（案） 
13 カジノ管理委員会行政文書管理規則改正案 
14 金融庁行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
15 消費者庁行政文書管理規則改正案 
16  こども家庭庁行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
17 デジタル庁行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
18 復興庁行政文書管理規則の一部を改正する訓令（案） 
19 総務省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
20 公害等調整委員会行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
21 消防庁行政文書管理規則案 
22 法務省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
23 出入国在留管理庁行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
24 公安審査委員会行政文書管理規則案 
25 公安調査庁行政文書管理規則改正案 
26 最高検察庁行政文書管理規則改正案 
27 東京高等検察庁行政文書管理規則改正案 
28 大阪高等検察庁行政文書管理規則改正案 
29 名古屋高等検察庁行政文書管理規則改正案 
30 広島高等検察庁行政文書管理規則改正案 
31 福岡高等検察庁行政文書管理規則改正案 
32 仙台高等検察庁行政文書管理規則改正案 
33 札幌高等検察庁行政文書管理規則改正案 
34 高松高等検察庁行政文書管理規則改正案 
35 東京地方検察庁行政文書管理規則改正案 
36 横浜地方検察庁行政文書管理規則改正案 
37 さいたま地方検察庁行政文書管理規則改正案 
38 千葉地方検察庁行政文書管理規則改正案 
39 水戸地方検察庁行政文書管理規則改正案 
40 宇都宮地方検察庁行政文書管理規則改正案 
41 前橋地方検察庁行政文書管理規則改正案 
42 静岡地方検察庁行政文書管理規則改正案 
43 甲府地方検察庁行政文書管理規則改正案 
44 長野地方検察庁行政文書管理規則改正案 
45 新潟地方検察庁行政文書管理規則改正案 
46 大阪地方検察庁行政文書管理規則改正案 
47 京都地方検察庁行政文書管理規則改正案 
48 神戸地方検察庁行政文書管理規則改正案 
49 奈良地方検察庁行政文書管理規則改正案 
50 大津地方検察庁行政文書管理規則改正案 
51 和歌山地方検察庁行政文書管理規則改正案 
52 名古屋地方検察庁行政文書管理規則改正案 



53 津地方検察庁行政文書管理規則改正案 
54 岐阜地方検察庁行政文書管理規則改正案 
55 福井地方検察庁行政文書管理規則改正案 
56 金沢地方検察庁行政文書管理規則改正案 
57 富山地方検察庁行政文書管理規則改正案 
58 広島地方検察庁行政文書管理規則改正案 
59 山口地方検察庁行政文書管理規則改正案 
60 岡山地方検察庁行政文書管理規則改正案 
61 鳥取地方検察庁行政文書管理規則改正案 
62 松江地方検察庁行政文書管理規則改正案 
63 福岡地方検察庁行政文書管理規則改正案 
64 佐賀地方検察庁行政文書管理規則改正案 
65 長崎地方検察庁行政文書管理規則改正案 
66 大分地方検察庁行政文書管理規則改正案 
67 熊本地方検察庁行政文書管理規則改正案 
68 鹿児島地方検察庁行政文書管理規則改正案 
69 宮崎地方検察庁行政文書管理規則改正案 
70 那覇地方検察庁行政文書管理規則改正案 
71 仙台地方検察庁行政文書管理規則改正案 
72 福島地方検察庁行政文書管理規則改正案 
73 山形地方検察庁行政文書管理規則改正案 
74 盛岡地方検察庁行政文書管理規則改正案 
75 秋田地方検察庁行政文書管理規則改正案 
76 青森地方検察庁行政文書管理規則改正案 
77 札幌地方検察庁行政文書管理規則改正案 
78 函館地方検察庁行政文書管理規則改正案 
79 旭川地方検察庁行政文書管理規則改正案 
80 釧路地方検察庁行政文書管理規則改正案 
81 高松地方検察庁行政文書管理規則改正案 
82 徳島地方検察庁行政文書管理規則改正案 
83 高知地方検察庁行政文書管理規則改正案 
84 松山地方検察庁行政文書管理規則改正案 
85 外務省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
86 財務省行政文書管理規則改正案 
87 国税庁行政文書管理規則案 
88 文部科学省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
89 厚生労働省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
90 中央労働委員会行政文書管理規則改正案 
91 農林水産省行政文書管理規則改正案 
92 経済産業省行政文書管理規則の一部を改正する規則案 
93 資源エネルギー庁行政文書管理規則の一部を改正する規則案 
94 中小企業庁行政文書管理規則の一部を改正する規則案 
95 特許庁行政文書管理規則の一部を改正する規則案 
96 国土交通省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
97 環境省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
98 原子力規制委員会行政文書管理規則案 
99 防衛省行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 
100 防衛装備庁行政文書管理規則の一部を改正する訓令案 


